
【既往債権管理勘定】

（単位：円）

現金預け金 219,210,532,156 借入金 8,702,774,000,000

現金 640,687 財政融資資金借入金 8,702,774,000,000

預け金 152,585,165,191 債券 1,988,524,228,575

代理店預託金 66,624,726,278 貸付債権担保債券 1,608,445,850,775

金銭の信託 4,448,560,543 一般担保債券 380,078,377,800

有価証券 474,300,660,099 預り補助金等 4,378,518,562

政府保証債 12,399,902,510 預り災害復興住宅融資等緊急対策費補助金 4,378,518,562

社債 2,900,757,589 その他負債 28,517,077,291

譲渡性預金 459,000,000,000 未払費用 27,225,847,303

貸付金 10,001,839,010,116 その他の負債 1,032,474,725

手形貸付 16,868,977,420 他勘定未払金 258,755,263

証書貸付 9,984,970,032,696 賞与引当金 134,775,015

他勘定貸付金 198,000,000,000 退職給付引当金 2,802,534,047

他勘定長期貸付金 198,000,000,000 保証料返還引当金 8,204,655,900

その他資産 33,631,157,190 抵当権移転登記引当金 671,175,876

未収収益 31,113,113,929

その他の資産 1,985,664,160 10,736,006,965,266

他勘定未収金 532,379,101

無形固定資産 1,752,060,657

ソフトウェア 757,103,271 資本金 9,600,000,000

ソフトウェア仮勘定 994,957,386 政府出資金 9,600,000,000

貸倒引当金（△） △ 165,382,663,957 利益剰余金 22,192,351,538

当期未処分利益 22,192,351,538

（うち当期総利益）

31,792,351,538

10,767,799,316,804 10,767,799,316,804資産の部合計 負債の部及び純資産の部合計

純資産の部合計

(130,603,171,025)    

貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（純資産の部）

負債の部合計

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）



【既往債権管理勘定】

（単位：円）

経常収益 425,157,919,111

資金運用収益 409,675,710,079

貸付金利息 408,370,896,112

有価証券利息配当金 780,970,812

預け金利息 22,133,910

他勘定貸付金利息 501,709,245

役務取引等収益 62,683,700

その他の役務収益 62,683,700

補助金等収益 532,539,140

災害復興住宅融資等緊急対策費補助金収益 532,539,140

その他経常収益 14,886,986,192

貸倒引当金戻入額 7,967,839,272

保証料返還引当金戻入額 2,991,944,200

勘定間異動に伴う退職給付引当金戻入額 497,886,489

抵当権移転登記引当金戻入額 2,030,949

償却債権取立益 2,793,343,809

その他の経常収益 633,941,473

経常費用 294,554,748,086

資金調達費用 277,773,470,418

借入金利息 240,328,615,252

債券利息 37,444,855,166

役務取引等費用 9,229,048,819

役務費用 9,229,048,819

その他業務費用 280,279,375

債券発行費償却 280,279,375

営業経費 7,271,930,942

営業経費 7,271,930,942

その他経常費用 18,532

その他の経常費用 18,532

経常利益 130,603,171,025

当期純利益 130,603,171,025

当期総利益 130,603,171,025

損　益　計　算　書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

科　　目 金　　額



【既往債権管理勘定】

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 2,162,632,439

その他業務支出 △ 15,784,422,258

貸付金の回収による収入 1,785,019,799,152

貸付金利息の受取額 413,902,962,783

貸付手数料等収入 61,393,500

その他業務収入 4,102,829,163

国庫補助金の精算による返還金の支出 △ 6,025,180,644

小計 2,179,114,749,257

利息及び配当金の受取額 2,197,194,001

利息の支払額 △ 290,257,141,670

1,891,054,801,588

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券（債券）の償還による収入 365,755,570,000

有価証券（譲渡性預金）の純増減額（減少：△） 25,000,000,000

無形固定資産の取得による支出 △ 1,845,413,296

定期預金の預入による支出 △ 120,000,000,000

定期預金の払出による収入 50,000,000,000

金銭の信託の減少による収入 6,575,148,074

他勘定長期貸付金の回収による収入 53,113,533,492

378,598,838,270

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

債券の発行による収入（発行費用控除後） 79,719,720,625

債券の償還による支出 △ 269,349,427,571

財政融資資金借入金の返済による支出 △ 2,097,228,000,000

△ 2,286,857,706,946

Ⅳ　資金減少額 △ 17,204,067,088

Ⅴ　資金期首残高 166,414,599,244

Ⅵ　資金期末残高 149,210,532,156

キャッシュ・フロー計算書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



【既往債権管理勘定】

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 22,192,351,538

　　当期総利益 130,603,171,025

　　前期繰越欠損金 △ 108,410,819,487

Ⅱ　利益処分額

　　住宅金融支援機構法附則第７条第７項により

　　主務大臣の承認を受けた額

　　機構法附則第７条第７項積立金 22,192,351,538

利益の処分に関する書類



（単位：円）

 

　　 資金調達費用 277,773,470,418

役務取引等費用 9,229,048,819

その他業務費用 280,279,375

営業経費 7,271,930,942

その他経常費用 18,532 294,554,748,086

 

資金運用収益 △ 409,675,710,079

役務取引等収益 △ 62,683,700

その他経常収益 △ 14,886,986,192 △ 424,625,379,971

業務費用合計 △ 130,070,631,885

1,297,643

0 0

△ 130,069,334,242

行政サービス実施コスト計算書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

(2) （控除）自己収入等

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額

(1) 損益計算書上の費用

【既往債権管理勘定】

　の機会費用

Ⅳ　行政サービス実施コスト

Ⅰ　業務費用

Ⅲ　機会費用

　政府出資又は地方公共団体出資等



重要な会計方針（既往債権管理勘定） 

 

１ 改訂後の独立行政法人会計基準等の適用 

  当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（平成27年１月27日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解

に関するＱ＆Ａ」（平成28年２月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」といいま

す。）を適用して、財務諸表等を作成しています。 

  ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、独立行政法人通

則法の一部を改正する法律（平成26年法律第66号）の附則第８条により経過措置が適用さ

れることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を

行っています。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

   無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年） 

に基づいています。 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、債務者を、正常先、要管理先以外の要注意

先、要管理先、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に区分し、次のとおり計上していま

す。 

ア 破綻先及び実質破綻先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収

可能見込額を控除した残額を引き当てています。 

イ 破綻懸念先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てています。 

ウ 要管理先及び要管理先以外の要注意先に係る債権のうち、債権元本の回収及び利息の

受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を引

き当てています。 

エ 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損

失率に基づき引き当てています。 

 

(2) 賞与引当金 

役員及び職員に対して支給する賞与に充てるため、翌期賞与支給見込額のうち当期対

応分を計上しています。 

 

(3) 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については期間定額基準によっております。 



過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

 

    （会計方針の変更） 

改訂後の独立行政法人会計基準等を当事業年度より適用し、割引率の決定方法を職

員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見

込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法

へ変更いたしました。 

       なお、この変更による財務諸表への影響はありません。 

 

(4) 保証料返還引当金 

  貸付けを受けた者がその債務の保証を独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法

律第82号。以下「機構法」といいます。）附則第６条第１項に規定する財団法人公庫住

宅融資保証協会に委託したときに支払った保証料のうち、未経過期間に対応するものの

返還に必要な費用に充てるため、返還見込額を計上しています。 

 

(5) 抵当権移転登記引当金 

  機構法附則第３条第１項の規定により住宅金融公庫から承継した貸付金に係る抵当権

の将来における当機構への移転登記に必要な費用の支払に備えるため、将来の支払見込

額を計上しています。 

 

４ 有価証券の評価基準及び評価方法（金銭の信託において信託財産として運用している有 

価証券を含む。） 

(1) 満期保有目的債券 

  償却原価法（定額法）によっています。 

 

(2) その他有価証券 

  取得原価を計上しています。 

 

５ 債券発行差額の償却方法 

債券の償還期限までの期間で均等償却しています。 

 

６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用については、平成28年４月１日付け事務連

絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27事業年度財務諸表に

おける行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」（総

務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）に基づき、0％で計算しています。 

 

７ 消費税等の会計処理 

税込方式によっています。 



注記事項（既往債権管理勘定） 

 

１ 貸借対照表関係 

担保資産 

貸付債権担保債券の担保に供するため、貸付金を信託しています。 

担保に供している資産の額及び担保に係る債務の額については、注記事項（法人単位）

に記載しています。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

 現金預け金  ： 219,210,532,156円  

 定期預金   ： △70,000,000,000円 

資金期末残高 ： 149,210,532,156円   

 

３ 行政サービス実施コスト計算書関係 

引当外退職給付増加見積額については、国からの出向職員に係るものです。 

 

４ 退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けて

おり、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けています。当機構の企業年金

基金制度は複数事業主制度ですが、年金資産の額を、退職給付債務の比率に応じて合理

的に算定できるため、関連する注記は、以下の確定給付制度の注記に含めて記載してい

ます。  

企業年金基金制度（積立型制度です。）では、役職員の報酬・給与と勤務期間に基づ

いた年金を支給しています。退職一時金制度（非積立型制度です。）では、退職給付と

して、役職員の報酬・給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、役員分につい

ては簡便法、職員分については原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算し

ています。 

なお、当機構は、厚生年金基金の代行部分について、平成26年10月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けています。また、当機構は平成26年10月１日に厚生年金

基金制度を廃止し、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行しています。 

 

(2) 確定給付制度    

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 7,693,440,417 　円

勤務費用 159,503,311
利息費用 39,455,950
数理計算上の差異の当期発生額 151,892,571
退職給付の支払額 △ 187,637,856
過去勤務費用の当期発生額 0
制度加入者からの拠出額 0
勘定間異動に伴う増減 △ 1,115,556,372

期末における退職給付債務 6,741,098,021

 



②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 4,203,093,176 　円

期待運用収益 89,840,909
数理計算上の差異の当期発生額 △ 74,677,954
事業主からの拠出額 76,917,039
退職給付の支払額 △ 108,455,078
制度加入者からの拠出額 0
勘定間異動に伴う増減 △ 608,390,071

期末における年金資産 3,578,328,021

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金
費用の調整表
積立型制度の退職給付債務 4,411,803,522 　円
年金資産 △ 3,578,328,021
積立型制度の未積立退職給付債務 833,475,501
非積立型制度の未積立退職給付債務 2,329,294,499
小計 3,162,770,000
未認識数理計算上の差異 △ 771,455,917
未認識過去勤務費用 411,219,964
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,802,534,047

退職給付引当金 2,802,534,047

前払年金費用 0
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,802,534,047

④退職給付に関連する損益
勤務費用 159,503,311 　円
利息費用 39,455,950
期待運用収益 △ 89,840,909
数理計算上の差異の当期費用処理額 132,155,420
過去勤務費用の当期費用処理額 △ 54,516,698
臨時に支払った割増退職金 0

合 計 186,757,074

⑤年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

債券 39%
株式 12%
一般勘定 8%
現金及び預金 41%
合 計 100%

⑥長期期待運用収益率の設定方法に関する記載　
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の
配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.6%
長期期待運用収益率 2.5%

 



 （注）役員分の退職一時金を簡便法で会計処理した金額を含みます。 

 

(3) 確定拠出制度 

    確定拠出制度への要拠出額は、9,743,006円です。 

 

５ 金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

    金融商品の状況に関する事項については、注記事項（法人単位）に記載しています。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次表のとおりです。 

（単位：円）

219,210,532,156 219,210,532,156 0

4,448,560,543 4,448,280,720 △ 279,823

15,300,660,099 15,300,710,000 49,901

459,000,000,000 459,000,000,000 0

10,001,839,010,116

△ 164,865,670,519

9,836,973,339,597 10,967,921,529,495 1,130,948,189,898

198,000,000,000 198,280,116,004 280,116,004

10,732,933,092,395 11,864,161,168,375 1,131,228,075,980

8,702,774,000,000 9,258,555,022,348 555,781,022,348

1,988,524,228,575 2,147,692,161,745 159,167,933,170

10,691,298,228,575 11,406,247,184,093 714,948,955,518

（※１）

（※２）

 負債計

債券発行差額については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しています。

貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しています。

 (2) 債券（※２）

 (3) 有価証券

 資産計

 (1) 借入金

  　　満期保有目的の債券

 (5) 他勘定貸付金

　  　その他有価証券

 (4) 貸付金

      　貸倒引当金（※１）

時　　価貸借対照表計上額

 (2) 金銭の信託

差　　額

 (1) 現金預け金

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

  資 産 

(1) 現金預け金 

預け金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としています。 

(2) 金銭の信託 

取引金融機関から提示された価格によっています。 

(3) 有価証券 

債券は、業界団体が公表する取引価格等の市場価格によっています。譲渡性預金は、

約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としています。 

 



(4) 貸付金 

貸付金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フロー

を見積もり、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しています。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保

証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日にお

ける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額

を時価としています。 

なお、貸付金のうち、手形貸付については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。 

(5) 他勘定貸付金 

元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価

を算定しています。 

 

  負 債 

(1) 借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価

を算定しています。 

(2) 債券 

貸付債権担保債券及び一般担保債券については、業界団体が公表する取引価格等の

市場価格によっています。 

 

６ 有価証券関係 

(1) 満期保有目的の債券    

 

（単位：円）

区　分 種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

国債 0 0 0

地方債 0 0 0

政府保証債 12,399,902,510 12,400,000,000 97,490

社債 0 0 0

小計 12,399,902,510 12,400,000,000 97,490

国債 0 0 0

地方債 0 0 0

政府保証債 0 0 0

社債 2,900,757,589 2,900,710,000 △ 47,589

小計 2,900,757,589 2,900,710,000 △ 47,589

15,300,660,099 15,300,710,000 49,901

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

合　計

 



(2) その他有価証券       

(単位：円）

区　分 種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

その他 459,000,000,000 459,000,000,000 0

　なお、貸借対照表計上額が取得原価を超えるものはありません。

    

 

７ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

８ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 


